
総合事業の人員・設備・運営に関する基準を市町村が定める際に
例による基準（令和６年度改正の概要）
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介護保険法施⾏規則第140条の63の６第１号に規定する厚⽣労働⼤⾂が定める基準（令和６年厚⽣労働省告⽰第●号）

① 管理者の責務及び兼務範囲の明確化
○ 提供するサービスの質を担保しつつ、事業所を効率的に運営する観点から、管理者の責務について、利⽤者へのサービス
提供の場⾯等で⽣じる事象を適時かつ適切に把握しながら、職員及び業務の⼀元的な管理・指揮命令を⾏うことである旨を
明確化した上で、管理者が兼務できる事業所の範囲について、管理者がその責務を果たせる場合には、同⼀敷地内における
他の事業所、施設等ではなくても差し支えない旨を明確化する。

② 身体的拘束等の適正化の推進
○ ⾝体的拘束等の更なる適正化を図る観点から、
・ 利⽤者⼜は他の利⽤者等の⽣命⼜は⾝体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、⾝体的拘束等を⾏ってはならな
いこととし、

・ ⾝体的拘束等を⾏う場合には、その態様及び時間、その際の利⽤者の⼼⾝の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録す
ることを義務付ける。

③ 「書⾯掲⽰」規制の⾒直し
○ 事業所の運営規程の概要等の重要事項等については、原則として事業所内での「書⾯掲示」を求めている⼀方、備え付け
の書⾯（紙ファイル等）⼜は電磁的記録の供覧により、書⾯による壁⾯等への掲示を代替できる規定になっているところ、
「書⾯掲示」に加え、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、事業者は、原則として重要事項等の情報をウェブサ
イト（法人のホームページ等）に掲載・公表しなければならないこととする。

（※）Ⅱ３（３）効果的なサービス提供の推進 ①管理者の責務及び兼務範囲の明確化等

（※）Ⅱ１（６）高齢者虐待防止の推進 ②⾝体的拘束等の適正化の推進

（※）Ⅱ５①「書⾯掲示」規制の⾒直し

訪問型
サービス

通所型
サービス

（※）令和６年度介護報酬改定に関する審議報告（令和５年12月19日 社会保障審議会介護給付費分科会）との対応を示す。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36975.html

○ 旧介護予防訪問介護・旧介護予防通所介護の基準との統合を図ることとあわせ、以下の居宅サービス等の基準改正と同様の措置を講じる。
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